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#11-46 

【１１月１２日～１１月１８日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２３年１１月２２日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼新たな最高会議選挙法の採択 

・１７日、最高会議は、最高会議議員４５０名中３６６名の賛成を

もって、小選挙区・比例代表制による混合システム、比例代表

制の足切りライン５％、ブロックによる参加禁止等を規定する

新たな最高会議選挙法を採択。 

・１７日、リトヴィン最高会議議長（国民党）は、同選挙法が各政

党及び各最高会議議員による支持を得たため、社会全体に

よる支持も得るだろう旨発言。トメンコ同副議長（「バチキフシ

ナ」党）は、同選挙法は同分野の専門家及び野党の要求の多

くが勘案された旨評価。 

▼ティモシェンコ前首相に対する刑事訴追 

・１４日、ヴラセンコＢＹＴ議員（ティモシェンコ前首相弁護グル

ープ代表）は、「ウクライナ統一エネルギー・システム」社関連

のティモシェンコ前首相に対する刑事訴追による取り調べは

違法であるとし、同日、キエフ市シェフチェンコ地区裁判所に

異議申し立てを提出した旨発言。 

・１４日、税務警察は、「ウクライナ統一エネルギー・システム」

社関連のティモシェンコ前首相に対する４件の刑事訴追を１

件に統合した旨発表。 

・１５日、最高会議は、ティモシェンコ前首相の釈放を目的とし

た刑法・刑事訴追法改正案に関する野党発案の修正案を否

決。これに対し、ＢＹＴ議員は、抗議の意を表明して最高会議

議場を退出。同日、最高会議は、ヤヌコーヴィチ大統領発案

の刑法・刑事訴追法改正案を採択。 

▼大統領の動き 

・１５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ポーランドで行われたコモ

ロフスキ・ポーランド大統領及びヴルフ独大統領との会談後、

２００９年に開始されたティモシェンコ前首相に対する刑事事

件は政治から独立した司法の問題である旨発言。 

・１７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、オデッサ州を訪問、新た

に設立されたオデッサ港の海運コンプレックス

「Euroterminal」及びサッカー・スタジアムの改修状況等を視

察。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・１４日、国家統計局は、２０１１年１～９月期の貿易赤字を対

前年同期比７５．４％増の９５億ドル、商品の輸出額を３７．

８％増の４９９．５億ドル、輸入額を４２．７％増の５９５億ドル、

天然ガスの輸入を対前年同期比６８．５％増の１０３億ドル

（輸入額全体の１７．４％）と発表。 

・１５日、アリエールＩＭＦ駐ウクライナ代表は、来年のウクライ

ナ経済の成長遅延について、来年のウクライナのＧＤＰ成長

率を３．５～４．０％、インフレ率は１０％を下回る旨報告、２０

１１年のＧＤＰ成長率は約５％になるであろう旨発言。 

・１６日、アザーロフ首相は、２０１１年１０月のウクライナのＧ

ＤＰ成長率を７．２％、１～１０月のＧＤＰ成長率見込みを５．

３％と予測。 

▼ＩＭＦ 

・１５日、アリエールＩＭＦ駐ウクライナ代表は、対露ガス価格

交渉後にＩＭＦミッションが継続される可能性を示唆、同交渉

の最終的な結果まで待つことに合意した旨発言。 

・１７日、アリエールＩＭＦ駐ウクライナ代表は、ウクライナとの

交渉において、家庭のガス価格値上げが重要な点ではなく、

２０１２年の予算のパラメーターも含め、他の多くの課題が議

論されるだろうとし、２０１２年の予算に関しての共通理解が

得られておらず、思っていたような構造的改革の進捗がなさ

れていない旨発言。 

▼金融・バンキング 

・１４日、中央銀行は、外貨準備高に中国元を含める計画を

行っている旨、中央銀行代表団の中国訪問後に発表。 

・１４日、社会政策省は、高級品税の導入を開始するとし、同

改正案のドラフトを準備しており、裕福な人々への税負担を

増やすため、大きな家・航空機・ヨット・宝石・毛皮などに適

用されるだろう旨発表。 

・１６日、アリエールＩＭＦ駐ウクライナ代表は、ウクライナの

外貨準備高に中国元を含めることについては注意深い分析

を要するとして警告、中国元は自由に交換可能な貨幣では

なく、外貨価値の問題が生じ得る旨発言。 

・１８日、ヤヌコーヴィチ大統領は、税の単純化に関する法

律の改正案に署名、同法は単一税に関して異なるレートを

導入しており、個人の起業家は収入や従業員数に応じて４

グループに定義される旨発表。 

▼農業 

・１５日、農業政策・食料省は、１１月４日時点で対前年同期

比３１．２％増の５，４０６万トンの穀物が収穫された旨発表。 

・１６日、プリシャジニュク農業政策・食料相は、２０１１～２０１

２市場年（２０１１年７月～２０１２年６月）における穀物輸出量

見通しを従来の２，４００万トンから２，７００万トンに引き上げ

た旨発言。 

・１６日、農業政策・食料省は、７月１日（今市場年開始日）か

ら１１月４日までの間の穀物輸出を５９５万トン、今年中の穀

物輸出を８００～１，０００万トンの見通しと発表。 

３．外政 
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▼グリシチェンコ外相のイスラエル訪問 
・１３日、グリシチェンコ外相は、イスラエルを訪問、リーベル

マン外相と会談。両者は自由貿易圏創設交渉に関し協議。

また、グリシチェンコ外相は、ペレス大統領とも会談、ヤヌコ

ーヴィチ大統領のイスラエル訪問の準備状況につき意見交

換。 

▼ヤヌコーヴィチ大統領のポーランド訪問 
・１５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ポーランドを訪問しコモロ

フスキ大統領及びヴルフ独大統領と会談、ウクライナ・ＥＵ連

合協定に関しては、政治的側面のみが残っており、ウクライ

ナの将来的ＥＵ加盟に関する表現ぶりが主たる問題である

旨発言。 

▼ウクライナ・モンテネグロ自由貿易協定 
・１６日、ウクライナ政府は、クリューエフ第一副首相兼経済

発展・貿易相にモンテネグロとの自由貿易協定への署名権

限を付与。１８日、同第一副首相兼経済発展・貿易相とカヴ

ァリチ・モンテネグロ経済相との間で署名が実施。 

▼ウクライナ・ＥＵ連合協定交渉 

・１７日、欧州議会外務委員会は、ＥＵウクライナ連合協定が

早期に、できれば年内に署名されるようあらゆる努力をする

べきとの勧告を可決。但し、１０月２７日の欧州議会決議と同

様、ティモシェンコ前首相に対する有罪判決が同協定交渉

の署名と批准の障害となっているとしており、ウクライナに対

し法の支配原則を尊重するよう慫慂。 

４．防衛 

・１５日、エジェリ国防相は、カザフスタンを訪問、ジャクシベ

コフ・カザフスタン国防相と会談し、軍事協力に関する合意

に署名、２０１２年の両国間軍事協力プログラムを承認。 

・１７日、ウクライナ政府は、２００９年１２月に署名した５．５億

ドルの軍事用品の供給のための契約の枠組みにおいて、

最初のＡｎ－３２航空機をイラクに派遣。今後、イラクへは更

に５機の航空機が供給される予定であり、２０１１年１２月に次

の軍用航空機が提供される見込み。

（了） 


